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新型インフルエンザ等対策特別措置法の協力要請と連携した 

高齢者施設等に対する施設運営上の指導に関する対応について 

 

高齢者施設等の入所者等は重症化リスクが高い特性があること、高齢者施設等

で集団感染が生じた場合に入所者等や施設運営への影響が大きく、また、医療提供

体制への負荷の増大につながることから、早期発見が重要であり、高齢者施設等で

の集中的検査の積極的な実施をお願いしているところです。 

今般、新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和３年５月 28 日新

型コロナウイルス感染症対策本部変更決定）において、集中的実施計画における対

象を通所系の介護事業所にも拡大するとともに、新型インフルエンザ等対策特別

措置法（平成 24 年法律第 31 号。以下「特措法」という。）第 24 条第９項に基づく

都道府県による高齢者施設等に対する受検の要請や好事例の横展開、当該要請と

連携した高齢者施設等に対する施設運営上の指導等を通じ、検査を受ける施設を

増加させることとされました。 

これを踏まえ、特措法の協力要請と連携した高齢者施設等に対する施設運営上

の指導に関する対応方法等について、別紙のとおり都道府県等にお示ししており

ますので、貴会におかれましては、別紙の内容についてご了知いただくとともに、

会員各位へ周知についてご協力をお願いいたします。 

 

【別紙】 

「新型インフルエンザ等対策特別措置法の協力要請と連携した高齢者施設等に対

する施設運営上の指導に関する対応について」（令和３年５月 28 日付厚生労働省

新型コロナウイルス感染症対策推進本部ほか連名事務連絡） 
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公益社団法人 全国老人保健施設協会 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 

日本介護医療院協会 

公益社団法人 日本看護協会 

公益財団法人 日本訪問看護財団 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 

一般社団法人 全国デイ・ケア協会 

一般社団法人 日本訪問リハビリテーション協会 

一般社団法人 日本リハビリテーション病院・施設協会 

一般社団法人 日本言語聴覚士協会 

一般社団法人  日本作業療法士協会 

公益社団法人  日本理学療法士協会 


